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新 旧 

佐賀県林地開発許可の手引 
 
申請の留意事項～佐賀県森林審議会森林保全部会運営要領 ［略］ 
佐賀県林地開発許可要綱及び佐賀県林地開発許可要綱運用細則 
【要綱】第１～３条 [略] 
【細則】第１条、第２条 [略] 
【解説】地元同意書の様式 
様式は特に定めないが、以下の事項は記載すること。 
①協議成立の年月日     ⑤同意者の役職・氏名[削除] 
②事業者の氏名・名称   ⑥「異議ない」「同意する」旨の文言 
③事業の目的 
④事業区域の範囲 

【要綱】第４条 [略] 
【細則】第３条、第４条 [略] 
【細則】第５条（その他の切土計画の基準） 
（１）法面の勾配は下表の土質区分に応じた勾配を上限とする。 
〇道路土工－切土工・斜面安定工指針 

地山の土質 切土高 勾配 
硬岩   1：0.3～1：0.8 
軟岩   1：0.5～1：1.2 

砂 
密実でない粒度分布の
悪いもの 

 1：1.5～ 

砂質土 
密実なもの 

5ｍ以下 1：0.8～1：1.0 
5～10ｍ 1：1.0～1：1.2 

密実でないもの 
5ｍ以下 1：1.0～1：1.2 
5～10ｍ 1：1.2～1：1.5 

砂利または岩塊
混じり砂質土 

密実なもの、または粒度
分布のよいもの 

10ｍ以下 1：0.8～1：1.0 
10～15ｍ 1：1.0～1：1.2 

密実でないもの、または
粒度分布の悪いもの 

10ｍ以下 1：1.0～1：1.2 
10～15ｍ 1：1.2～1：1.5 

粘性土  10ｍ以下 1：0.8～1：1.2 
岩塊または玉石
混じりの粘性土 

 5ｍ以下 1：1.0～1：1.2 
 5～10ｍ 1：1.2～1：1.5 

（２） [略] 

佐賀県林地開発許可の手引 
 
申請の留意事項～佐賀県森林審議会森林保全部会運営要領 ［略］ 
佐賀県林地開発許可要綱及び佐賀県林地開発許可要綱運用細則 
【要綱】第１～３条 [略] 
【細則】第１条、第２条 [略] 
【解説】地元同意書の様式 
様式は特に定めないが、以下の事項は記載すること。 
①協議成立の年月日     ⑤同意者の役職・氏名・押印 
②事業者の氏名・名称   ⑥「異議ない」「同意する」旨の文言 
③事業の目的 
④事業区域の範囲 

【要綱】第４条 [略] 
【細則】第３条、第４条 [略] 
【細則】第５条（その他の切土計画の基準） 
（１）法面の勾配は下表の土質区分に応じた勾配を上限とする。 

土質 上限勾配 
軟岩（風化の進んだものをのぞく） 60 度 
風化の進んだ岩 40 度 
砂利、真砂土、関東ローム、礫混じり土等 35 度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２） [略] 
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【細則】第６条（その他の盛土計画の基準） 
（１）法面の勾配は、原則として1：1.43を上限とする。 
（２） [略] 
（３） [略] 
【細則】第７条（土留擁壁の設置基準、土留擁壁及び法面の安定計算） 
  切土、盛土又は捨土を行った後の法面の勾配が、細則第３条～６条による
ことが困難である若しくは適当でない場合又は周辺の土地利用の実態から
みて必要がある場合（人家、学校、道路等に近接し、かつ次の（１）又は（２）
に該当する場合）擁壁の設置その他の法面崩壊防止措置をとること。ただし、
土質試験等に基づき地盤の安定計算をした結果、法面の安定を保つために擁
壁等の設置が必要でないと認められる場合はこれに該当しない。 
（１）切土により生ずる法面の勾配が 1：1.43 より急で、かつ、高さが２メ

ートルを超える場合。ただし、硬岩盤である場合又は次のア若しくはイ
のいずれかに該当する場合はこの限りではない。 

  ア 土質が下表の左欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じた法面
の勾配が同表中欄の角度以下のもの 

  イ 土質が下表の左欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じた法面
の勾配が同表中欄の角度を超え、同表右欄の角度以下のもので、その高
さが５メートル以下のもの。この場合において、アに該当する法面の部
分により上下に分離された法面があるときは、アに該当する法面の部分
は存在せず、その上下の法面は連続しているものとみなす。 

（２）盛土により生ずる法面の勾配が 1：1.43 より急で、かつ、高さが１メ
ートルを超える場合 

土質 
擁壁等を要しない
勾配の上限 

擁壁等を要する
勾配の上限 

軟岩（風化の著しいものを除
く。） 

1：0.58 1：0.18 

風化の著しい岩 1：1.19 1：0.84 
砂利、真砂土、関東ローム、
硬質粘土、その他これに類す
るもの 

1：1.43 1：1.00 

 
（３）次の各号に係る廃土・残土等のたい積に際しては、土留擁壁及び法面

の安定計算を行うこと。 
  ①地盤面からその直上のたい積面までのたい積物の鉛直高の最大値が10

【細則】第６条（その他の盛土計画の基準） 
（１）法面の勾配は、原則として35度を上限とする。 
（２） [略] 
（３） [略] 
【細則】第７条（土留擁壁及び法面の安定計算） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）次の各号に係る廃土・残土等のたい積に際しては、土留擁壁及び法面

の安定計算を行うこと。 
  ①地盤面からその直上のたい積面までのたい積物の鉛直高の最大値が10
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ｍを超えるもの 

  ②土留擁壁の地盤面からたい積物の天頂部の高さまでの最大値が30ｍを
超えるもの 

（４）前項の安全率は以下を基準とする。 
  イ 地盤支持力  1.0 以上 
  ロ 転倒安全率  1.5 以上 
  ハ 滑動安全率  1.5 以上 
  ニ 法面の安全率 1.2 以上 
【細則】第８条、第９条 [略] 
【要綱】第５条、第６条、第６条の２ [略] 
【細則】第 10 条～13 条 [略] 
【要綱】第７条（許可の変更） 
（１）法第 10 条の２第１項の許可を受けた者が、許可内容と異なる行為をし

ようとする場合、事前に別記第７号の林地開発打合簿及び前条に規定す
る図書のうち開発行為の変更に伴いその内容が変更されるものを添付
し、県森林整備課と協議を行うこと。協議の結果、変更許可申請が必要
と判断された場合は許可を受けなければならない。 

（２）～（４）[略] 
【細則】第 14 条～16 条 [略] 
【解説】 
【変更許可が必要となる例】 
 ①事業の目的の変更 
 ②土地利用計画の変更（特に基準内における幅の変更を除く残置森林の配

置変更） 
 ③事業区域面積の変更（面積の大小に依らない） 
 ④主要防災施設の設計変更（許可された開発行為に係る森林面積の１割未

満の増減に伴う設計変更を除く） 
 ⑤許可された開発行為に係る森林面積の１割を超える開発区域面積の増減 
 ⑥当初許可において、残置森林率・森林率が「概ね」の適用により許可さ

れた申請の場合 
 ⑦その他知事が変更許可が必要と認めるもの 
【伐採届と変更許可申請】 
 既に法第 10 条の２第１項の許可を受けた森林が、地域森林計画の改定で法
第５条森林から除外され、法第５条森林の面積が 1ha を超えなくなった場合、
既に許可した林地開発許可は完了するまで有効なので、伐採届ではなく、 

ｍを超えるもの 
  ②土留擁壁の地盤面からたい積物の天頂部の高さまでの最大値が30ｍを

超えるもの 
（２）前項の安全率は以下を基準とする。 
  イ 地盤支持力  1.0 以上 
  ロ 転倒安全率  1.5 以上 
  ハ 滑動安全率  1.5 以上 
  ニ 法面の安全率 1.2 以上 
【細則】第８条、第９条 [略] 
【要綱】第５条、第６条、第６条の２ [略] 
【細則】第 10 条～13 条 [略] 
【要綱】第７条（許可の変更） 
（１）法第 10 条の２第１項の許可を受けた者は、当該許可に係る目的、土地

利用計画及び事業区域の面積並びに主要防災施設の設計を変更しようと
するときは、許可をうけなければならない。ただし、軽微な変更である
ときはこの限りでない。 

 
（２）～（４）[略] 
【細則】第 14 条～16 条 [略] 
【解説】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【伐採届と変更許可申請】 
 既に法第 10 条の２第１項の許可を受けた森林が、地域森林計画の改定で法
第５条森林から除外され、法第５条森林の面積が 1ha を超えなくなった場合、
既に許可した林地開発許可は完了するまで有効なので、伐採届ではなく、 
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変更許可申請[削除]を行うものとする。 
【要綱】第８条 [廃止] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【細則】第 17 条 [廃止] 
 
 
 
 
【解説】 上記解説に統合 
 
 
 
 
 
【要綱】第８条（申請書等の提出部数及び提出先） 
（１）法第 10 条の２第１項の許可を受けようとする者は、申請書案を１部作
成し、県森林整備課の事前確認を受けた後、正副２部に事業地が所在する市
町の数の副本を加えた申請書を管轄する農林事務所に提出するものとする。 
（２）要綱第７条第１項の申請[削除]の場合は前項を準用する。 
 
 
 
 
 
 

変更許可申請（軽微な変更を含む。）を行うものとする。 
【要綱】第８条（軽微な変更） 
（１）前条第１項ただし書きで定める軽微な変更は、次の各号に掲げるもの
とする。 
  ① 許可された開発行為に係る森林面積の１割以下の増減の場合（面積
増減に伴う主要防災施設の変更も含む。）。ただし、増加する面積が１ｈａを
超える場合、又は残置森林率若しくは森林率が基準を下回り「概ね」を適用
する場合を除く。 
  ② 開発行為の着手年月日又は完了予定年月日の変更 
（２）前項の変更を行おうとするものは、別記様式第７号により届出なけれ
ばならない。       
（３）前項の届出には要綱第６条に規定する図書のうち開発行為の変更に伴
いその内容が変更されるものを添付しなければならない。 
【細則】第 17 条（軽微な変更届の記載事項） 
  ① 林地開発許可の許可指令番号      
  ② 変更許可申請に該当しない根拠条項 
  ③ 変更の理由                    
  ④ 変更に係る事項 
【解説】 
  ① 当初許可において、残置森林率・森林率が「概ね」の適用により許
可された申請である場合は、軽微な変更の適用はない。 

  ② 事業の目的、土地利用計画の変更（特に残置森林の配置変更（基準
内における幅の変更は除く。））は原則として変更許可の対象である。  

  ③面積に関係なく、事業区域を変更する場合は、変更許可の対象である。 
【要綱】第９条（申請書等の提出部数及び提出先） 
（１）法第 10 条の２第１項の許可を受けようとする者は、正副２部に事業地
が所在する市町の数の副本を加えた申請書を管轄する農林事務所に提出する
ものとする。 
（２）要綱第７条第１項の申請及び要綱第８条第２項の届出の場合は前項を
準用する。 
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【要綱】第９条（標準処理期間及び許可期間） 
（１）[略] 
（２）法第 10 条の２第１項に基づき許可する期間は５年を限度とする。な
お、開発行為が許可期間内に完了しない場合は、要綱第７条第１項の協議を
行うものとする。 
【要綱】第 10 条 [略] 
【要綱】第 11 条 
【細則】第 17 条、第 18 条 [略] 
【要綱】第 12 条 [略] 
【細則】第 19 条、第 20 条 [略] 
【要綱】第 13 条 [略] 
【細則】第 21 条、第 22 条 [略] 
【解説】 

法第 10 条の２第１項の許可を受けた者が、法第５条森林の開発面積が１
ha を超えた段階で都合により開発行為を計画の途中で止める場合は、要綱
第７条に基づく変更許可申請[削除]の手続きを経た後、要綱第 15 条に基づ
く完了届を提出することとする。 

【要綱】第 14 条 [略] 
【細則】第 23 条、第 24 条 [略] 
【要綱】第 15 条 [略] 
【細則】第 25 条 [略] 
【細則】第 26 条（完了届の添付書類） 

要綱第 16 条第３項に規定する添付書類は、次に掲げるものとする。 
 ①出来型平面図 
 ②完了状況写真 
 ③主要防災施設の出来形写真 
【要綱】第 16 条～第 19 条 [略] 
【細則】第 27 条、第 28 条 [略] 
 
 
 
 
 
 
 

【要綱】第 10 条（標準処理期間及び許可期間） 
（１）[略] 
（２）法第 10 条の２第１項に基づき許可する期間は５年を限度とする。な
お、開発行為が許可期間内に完了しない場合は、要綱第８条第１項第２号の
手続きを行うものとする。 
【要綱】第 11 条 [略] 
【要綱】第 12 条 
【細則】第 18 条、第 19 条 [略] 
【要綱】第 13 条 [略] 
【細則】第 20 条、第 21 条 [略] 
【要綱】第 14 条 [略] 
【細則】第 22 条、第 23 条 [略] 
【解説】 

法第 10 条の２第１項の許可を受けた者が、法第５条森林の開発面積が１
ha を超えた段階で都合により開発行為を計画の途中で止める場合は、要綱
第７条に基づく変更許可申請（若しくは要綱第８条に基づく軽微な変更届）
の手続きを経た後、要綱第 16 条に基づく完了届を提出することとする。 

【要綱】第 15 条 [略] 
【細則】第 24 条、第 25 条 [略] 
【要綱】第 16 条 [略] 
【細則】第 26 条 [略] 
【細則】第 27 条（完了届の添付書類） 

要綱第 16 条第３項に規定する添付書類は、次に掲げるものとする。 
 ①出来型平面図 
 ②完了状況写真 
 
【要綱】第 17 条～第 20 条 [略] 
【細則】第 28 条、第 29 条 [略] 
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【要綱】（附則） 
この要綱は平成12年４月１日から施行する。 
（附則） 
 この要綱は平成17年11月１日から施行する。 
（附則） 
 この要綱は平成18年10月１日から施行する。 
（附則） 
 この要綱は平成23年６月１日から施行する。 
（附則） 
 この要綱は平成25年６月１日から施行する。 
（附則） 

 この要綱は平成26年１月８日から施行する。 

 
（附則） 

 この要綱は平成30年10月22日から施行する。 
（附則） 

 この要綱は平成30年12月７日から施行する。 

（附則） 

 この要綱は平成31年７月１日から施行する。 
（附則） 

 この要綱は令和２年４月１日から施行する。 
（附則） 

 この要綱は令和３年４月１日から施行する。 
要綱第２条第５項 別表１ [略] 
要綱第４条第１項 別表２ [略] 

 

 

 

 

 

 

 

【要綱】（附則） 
この要綱は平成12年４月１日から施行する。 

（附則） 
 この要綱は平成17年11月１日から施行する。 
（附則） 
 この要綱は平成18年10月１日から施行する。 
（附則） 
 この要綱は平成23年６月１日から施行する。 
（附則） 
 この要綱は平成25年６月１日から施行する。 
（附則） 

 この要綱は平成26年１月８日から施行する。 

 
（附則） 

 この要綱は平成30年10月22日から施行する。 
（附則） 

 この要綱は平成30年12月７日から施行する。 

（附則） 

 この要綱は平成31年７月１日から施行する。 
（附則） 

 この要綱は令和２年４月１日から施行する。 

 
 
要綱第２条第５項 別表１ [略] 
要綱第４条第１項 別表２ [略] 
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様式一覧 

押印欄のある様式から押印欄を削除 

１  申請者の資力及び信用に関する申告書（要綱第6条第11号の様式） 

２  設計者の資格に関する申告書（要綱第6条第12号の様式） 

３  委任状（要綱第6条第13号の様式） 

４  工事工程表（要綱第6条第14号の様式） 

５ 残置森林等の管理に関する確約書（要綱第6条第15号の様式） 

６  林地開発許可申請書（様式第1号） 

７  開発計画書（様式第2号） 

８  開発行為隣接所有者確認書（様式第3号） 

９  開発行為施行同意書（様式第4号） 

10  林地開発変更許可申請書（様式第5号） 

11  変更開発計画書（様式第6号） 

12  林地開発打合簿（様式第7号） 

13  林地開発協議書（連絡調整）（様式第8号） 

14  氏名等変更届（様式第9号） 

15  地位承継届（様式第10号） 

16  林地開発行為廃止届（様式第11号） 

17  林地開発行為中止届（様式第12号） 

18  林地開発行為再開届出書（様式第13号） 

19  林地開発行為完了届（様式第14号） 

20  林地開発許可標識（様式第15号） 

21  災害発生届（様式第16号） 

22 施行状況報告書（様式第17号） 

 

 

様式一覧 

 

１  申請者の資力及び信用に関する申告書（要綱第6条第11号の様式） 

２  設計者の資格に関する申告書（要綱第6条第12号の様式） 

３  委任状（要綱第6条第13号の様式） 

４  工事工程表（要綱第6条第14号の様式） 

５ 残置森林等の管理に関する確約書（要綱第6条第15号の様式） 

６  林地開発許可申請書（様式第1号） 

７  開発計画書（様式第2号） 

８  開発行為隣接所有者確認書（様式第3号） 

９  開発行為施行同意書（様式第4号） 

10  林地開発変更許可申請書（様式第5号） 

11  変更開発計画書（様式第6号） 

12  軽微な変更届（様式第7号） 

13  林地開発協議書（連絡調整）（様式第8号） 

14  氏名等変更届（様式第9号） 

15  地位承継届（様式第10号） 

16  林地開発行為廃止届（様式第11号） 

17  林地開発行為中止届（様式第12号） 

18  林地開発行為再開届出書（様式第13号） 

19  林地開発行為完了届（様式第14号） 

20  林地開発許可標識（様式第15号） 

21  災害発生届（様式第16号） 

22 施行状況報告書（様式第17号） 
 

 


